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証券業界の低炭素社会実行計画 

 計画の内容 

１．国内の事

業活動にお

ける 2020 年

の削減目標 

目標水準 

2020 年度における、会員証券会社の事業者全体の床面積１

㎡あたりの電力使用量（電力使用量の原単位）を 2009 年度

比で 10％以上削減することとするが、これまでの削減数値

実績を考慮し、削減に最大限努めるものとする。 

目標設定の根

拠 

対象とする事業領域：本協会会員が国内において設置して

いる営業店舗など全ての事業所 

目標設定の根拠：改正省エネ法の努力目標を参考に、証券

業界でエネルギー使用の中心を占める電力使用量を年平均

１％以上削減させることを目指して設定した。 

２．主体間連携の強化 

（低炭素製品・サービスの普及

を通じた 2020 年時点の削減） 

 環境問題に配慮した企業に対する投資を促進する金融

商品の開発及び提供に努める。 

 書類の電子化を図るなどペーパーレス化の促進、節電

や省電力機器の導入などを行い、その使用量を削減

し、省資源･省エネルギー対策の推進に努める。 

 環境への負荷を軽減して生産された紙の利用を促進す

るとともに、分別回収の徹底を図るなど環境負荷の軽

減、資源の再利用に努める。 

 役職員の地域社会及び他団体等が実施する環境保護に

向けた社会貢献活動への参加に努めるとともに、組織

的な支援に努める。 

 環境問題に対する役職員への普及啓発及び社内教育に

取組む。 
 証券業界における環境問題への取組みについて、積極

的に情報発信をする。 

３．国際貢献の推進 

（省エネ技術の普及などによる

2020 年時点の海外での削減） 

 海外現地法人においては、上記２．の趣旨を踏まえつ

つ、環境問題に対する現地の独自の取組みを尊重した

活動を行うよう努める。 
 金融商品やサービスを通じて、地球環境の保全につな

がる取組みを推進する。 

４．革新的技術の開発 

（中長期の取組み） 

 環境問題に配慮した企業に対する投資を促進する金融

商品やサービスの開発及び提供に努める。 

５．その他の取組・ 

特記事項 
 

低炭素社会実行計画 2017 年度フォローアップ結果 

個別業種編 
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証券業界の低炭素社会実行計画フェーズⅡ 

 計画の内容 

１．国内の事

業活動にお

ける 2030 年

の目標等 

目標・ 

行 動 計

画 

会員証券会社の事業者全体の床面積１㎡あたりの電力使用量（電

力使用量の原単位）を 2009 年度比で 2030 年度において 20％以上

削減することとするが、これまでの削減数値実績を考慮し、削減

に最大限努めるものとする。 

設 定 の

根拠 

対象とする事業領域：本協会会員が国内において設置している営

業店舗など全ての事業所 

目標設定の根拠：改正省エネ法の努力目標を参考に、証券業界で

エネルギー使用の中心を占める電力使用量を年平均１％以上削減

させることを目指して設定した 2020 年度までの目標を延伸させ

た。 

 

２．主体間連携の強化 

（低炭素製品・サービス

の普及や従業員に対す

る啓発等を通じた取組み

の内容、2030 年時点の

削減ポテンシャル） 

 環境問題に配慮した企業に対する投資を促進する金融商品の

開発及び提供に努める。 

 書類の電子化を図るなどペーパーレス化の促進、節電や省電

力機器の導入などを行い、その使用量を削減し、省資源･省

エネルギー対策の推進に努める。 

 環境への負荷を軽減して生産された紙の利用を促進するとと

もに、分別回収の徹底を図るなど環境負荷の軽減、資源の再

利用に努める。 

 役職員の地域社会及び他団体等が実施する環境保護に向けた

社会貢献活動への参加に努めるとともに、組織的な支援に努

める。 

 環境問題に対する役職員への普及啓発及び社内教育に取組

む。 
 証券業界における環境問題への取組みについて、積極的に情

報発信をする。 

３．国際貢献の推進 

（省エネ技術の海外普及

等を通じた 2030 年時点

の取組み内容、海外での

削減ポテンシャル） 

 海外現地法人においては、上記２．の趣旨を踏まえつつ、環

境問題に対する現地の独自の取組みを尊重した活動を行うよ

う努める。 
 金融商品やサービスを通じて、地球環境の保全につながる取

組みを推進する。 

４．革新的技術の開発 

（中長期の取組み） 

 環境問題に配慮した企業に対する投資を促進する金融商品や

サービスの開発及び提供に努める。 

５．その他の取組・ 

特記事項 
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証券業における地球温暖化対策の取組み 

 

2017 年 10 月  日 

日本証券業協会 

 

I. 証券業の概要 

（１） 主な事業 

 標準産業分類コード：65  金融商品取引業 

 

（２） 業界全体に占めるカバー率 

（平成 29 年 3 月末基準）   

業界全体の規模 業界団体の規模 低炭素社会実行計画参加規模 

企業数  255社  団体加盟  

企業数  

255社  計画参加  

企業数  

255社 

（100％）  

市場規模  営業収益3.96

兆円 

団体企業  

売上規模  

営業収益3.96

兆円 

参加企業  

売上規模  

営業収益3.96

兆円（100％） 

エネルギー消

費量  

8.8万kl 団体加盟企業

エネルギー消

費量  

8.8万kl 計画参加企業

エネルギー消

費量  

8.8万kl

（100％） 

 
（３） データについて 

【データの算出方法（積み上げまたは推計など）】 

電力使用量等については、日本証券業協会に加入している金融商品取引業者を対象として実施し

ている「電力使用量等及び環境問題への取組みに関する調査」において、全金融商品取引業者の状

況を調査・集計している。 

 

【生産活動量を表す指標の名称、それを採用する理由】 

営業収益（円）。非製造業である金融商品取引業（証券業）の生産活動を示す上で合理的な指標。 

 

【業界間バウンダリーの調整状況】 

■ バウンダリーの調整は行っていない 

（理由） 

金融商品取引業（証券業）は単一業種であり、日本証券業協会以外の他の業界団体が存在しない

ため。 

 

□ バウンダリーの調整を実施している 

＜バウンダリーの調整の実施状況＞ 

 

【その他特記事項】 
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II. 国内の事業活動における排出削減 

 
（１） 実績の総括表 

【総括表】（詳細は回答票Ⅰ【実績】参照。） 

 基準年度 

(2009年度) 

2015年度 

実績 

2016年度 

見通し 

2016年度 

実績 

2017年度 

見通し 

2020年度 

目標 

2030年度 

目標 

生産活動量 

（営業収益） 

(単位：百万円) 

3,381,763 4,038,472 3,956,558 3,956,558    

エネルギー 

消費量 

(単位：原油換

算万kl) 

13 7.8 8.8 8.8    

電力消費量 

(億kWh) 
4.6 3.1 3.1 3.1    

CO₂排出量 

(万t-CO₂) 

16.4 

※１ 

16.8 

※２ 

16.1 

※３ 

16.1 

※４ 

 

※５ 

 

※６ 

 

※７ 

エネルギー 

原単位 

（床面積１㎡あ

たりの電力使

用量） 

（単位:kwh/㎡

） 

241.3 179.7 175.3 175.3  217.2 193.0 

CO₂原単位 

（単位:○○） 
       

 
【電力排出係数】 

 ※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※６ ※７ 

排出係数[kg-CO₂/kWh] 3.53 5.31 5.16 5.16    

実排出/調整後/その他 調整後 調整後 調整後 調整後    

年度 2009 2015 2016 2016    

発電端/受電端 受電端 受電端 受電端 受電端    
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（２） 2016 年度における実績概要 

【目標に対する実績】 

 

＜フェーズⅠ（2020 年）目標＞ 

目標指標 基準年度 目標水準 2020年度目標値 

床面積１㎡あたりの電力使
用量 

（単位:kwh/㎡） 
2009年度 ▲10％ 217.2 

 

実績値 進捗状況 

基準年度実績 
(BAU目標水準) 

2015年度 
実績 

2016年度 
実績 

基準年度比
/BAU目標比 

2015年度比 進捗率* 

241.3 179.7 175.3 ▲27.3％ ▲2.4％ 273％ 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 

＜フェーズⅡ（2030 年）目標＞ 

目標指標 基準年度/BAU 目標水準 2030年度目標値 

床面積１㎡あたりの電力使
用量 

（単位:kwh/㎡） 
2009年度 ▲20％ 193.0 

 

実績値 進捗状況 

基準年度実績 
(BAU目標水準) 

2015年度 
実績 

2016年度 
実績 

基準年度比
/BAU目標比 

2015年度比 進捗率* 

241.3 179.7 175.3 ▲27.3％ ▲2.4％ 136％ 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2030 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2030 年度の目標水準）×100（％） 
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【調整後排出係数を用いた CO₂排出量実績】 

 
 

2016年度実績 基準年度比 2015年度比 

CO₂排出量  16.1万t-CO₂ ▲1.8％ 4.2％ 

 

（３） エネルギー使用量・原単位、CO₂排出量の実績 

 
【エネルギー使用量】 

 

 「2016 年度の電力使用量等及び環境問題への取組みに関する調査」の結果に基づき、会員

証券会社におけるエネルギー使用量の推移を示している。 

 2016 年度の業界全体のエネルギー使用量は 88,508klとなった。 

 

【エネルギー原単位】 
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50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

2009年度

基準年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

事業者全体の「エネルギー使用量」の推移 エネルギー使用量（kl）

241.3 242.7 

202.8 
195.2 189.3 185.3 179.7 175.3

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

2009年度

基準年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

床面積１㎡当たりの電力使用量（kWh/㎡）
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・ 会員証券会社 255社の電力使用量及び総床面積から算出している。 

・ 目標指標として設定している「床面積１㎡当たりの電力使用量」及び業界全体の電力使用量

について、基準年度である 2009年度からの推移を示している。 

・ 2016 年度における床面積１㎡当たりの電力使用量は 2009 年度（基準年度）比 27.3％の削減

となった。なお、参考であるが、業界全体の電力使用量は 2009 年度（基準年度）比 32.7％

の削減となっている。 

 

【CO₂排出量】 

  

 「2016 年度の電力使用量等及び環境問題への取組みに関する調査」の結果に基づき、会員

証券会社における事業者全体の電力使用量を基に算出している。 

 2016 年度の温対法調整後排出係数に基づく CO2 排出量は、16.1万 t-CO2となった。 

 なお、2008年度における事業者全体の電力使用量については調査を実施していない。 
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【要因分析】（詳細は回答票Ⅰ【要因分析】参照） 

 
（CO₂排出量） 

要因 

1990年度

➣ 

2016年度 

2005年度

➣ 

2016年度 

2013年度

➣ 

2016年度 

前年度 

➣ 

2016年度 

経済活動量の変化   -3.3％ -2.0％ 

CO2排出係数の変化   -9.4％ -2.9％ 

経済活動量あたりのエネルギー使用量

の変化 
  -5.6％ 0.6％ 

CO2排出量の変化   -3.2万

t-CO2 

-0.7万

t-CO2 

(％)or(万 t-CO2)  

 

（要因分析の説明） 

・ 2016 年度実績において、2013 年度比及び 2015 年度比で CO2 排出量は減少しており、CO2 排出

量の要因分析結果は以下のとおりである。 

・ 証券業界においては、CO2 排出係数の変化に加え、業界全体の電力使用量及びエネルギー使用

量が減少しており、CO2 排出量の減少につながったと考えられる。 

・ なお、1990 年度及び 2005 年度における会員証券会社の電力使用量を把握していないため、当

該年度に比して CO2 排出量増減の理由を分析することはできない。 
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（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察 

 
【2016年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 

  温暖化対策事例 

1  空調機器の温度管理の徹底・最適化 

2  クールビズ・ウォームビズの実施 

3  空調機器の稼働時間の短縮・抑制 

4  省エネ型空調機器への入替え 

5 
 空調設備の定期的なフィルターの交換・洗浄等空調室外機熱交換器の交

換・洗浄等 

6  事務室等における照明の間引き・削減又は照度の変更 

7  未使用時・帰宅時の事務室等の照明の消灯・節電等による点灯時間の短縮 

8 
 電球・ハロゲンライトの蛍光灯への交換、ＬＥＤ照明等の低電力電球等の

使用 

9 
 帰宅時・一定時間離席時・未使用時のＰＣ、プリンター、コピー機、配電

盤の電源オフ等による待機電源等の削減 

10 省エネ型事務機器（ＰＣ、複合機、液晶端末、ＵＰＳ等）への入替え 

11 エレベーター・冷蔵庫・自販機等の社内施設の停止 

12 勤務時間管理（残業管理等）、出社時間・退出時間管理の徹底 

13 
（省エネビルへの）本社移転、又は本社移転・分室の統廃合等による事務

室スペースの集約・削減 

※会員証券会社数が多く、各社で会社の規模が大きく異なることから、推定投資額及び効果に

ついて具体的な数値の測定は困難である。 

 

 

（取組実績の考察） 

  

・証券業界では、CO2 排出量の大多数を電力使用量が占めていると考えられる。各社で事情は異な

るものの、CO2 排出量が減少した背景として、空調機器の温度管理の徹底や省エネ機器の導入、

残業時間の短縮など、全社を挙げた節電に向けた取組みが寄与していると考えられる。また、東

日本大震災以降、各社において役職員の節電意識が定着したことも窺える。これらの方法による

削減量には限界があるが各社はこれまで実施してきた取組みを更に推し進めてきており、その成

果が CO2 排出量の削減に結び付いたと考えられる。 

 
【2017年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 
各社においては、既に実施している各種取組みを継続するとともに、必要に応じて新たな取組み

を検討する。 
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（５） 2020 年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（241.3-175.3）／（241.3-217.2）×100（％）＝273％ 

 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 

＜自己評価とその説明＞ 

■ 目標達成が可能と判断している 

 

 既に進捗率は273％に達しており、2020年度の削減目標を達成している。2016年度実績において、

目標指標として設定している「床面積１㎡当たりの電力使用量」は、2009年度（基準年度）比

27.3％の削減となり、2020年度の削減目標を達成している。なお、業界全体における電力使用量も

2009年度（基準年度）比32.7％の削減となっており、東日本大震災以降、節電に向けた取組みが継

続的に行われている状況が窺われる。よって、今後もこれまでの取組みを可能な限り継続すること

により、現時点においては、2020年度の削減目標は達成可能だと考えられる。 

 

（６） 2030 年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2030 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2030 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（241.3-175.3）／（241.3-193.0）×100（％）＝136％ 

 

【自己評価・分析】 

 

既に進捗率は136％に達しており、2020年度の削減目標を達成している。2016年度実績において、

目標指標として設定している「床面積１㎡当たりの電力使用量」は、2009年度（基準年度）比

27.3％の削減となり、2020年度の削減目標を達成している。なお、業界全体における電力使用量も

2009年度（基準年度）比32.7％の削減となっており、東日本大震災以降、節電に向けた取組みが継

続的に行われている状況が窺われる。よって、今後もこれまでの取組みを可能な限り継続すること

により、現時点においては、2030年度の削減目標は達成可能だと考えられる。 
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（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例 

【業界としての取組】 

□ クレジット等の活用・取組をおこなっている 

□ 今後、様々なメリットを勘案してクレジット等の活用を検討する 

□ 目標達成が困難な状況となった場合は、クレジット等の活用を検討する 

■ クレジット等の活用は考えていない 

 

【活用実績】 

 
 

【個社の取組】 

■ 各社でクレジット等の活用・取組をおこなっている 

□ 各社ともクレジット等の活用・取組をしていない 

 
【具体的な取組事例】 

 

具体的な事例については、把握していない。 
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（８） 本社等オフィスにおける取組 

【本社等オフィスにおける排出削減目標】 

 

□ 業界として目標を策定している 

 

削減目標：2017 年月策定 

【目標】 

 

【対象としている事業領域】 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

 証券業界では、CO2排出量の大多数を電力使用量が占めており、本社等オフィスを含めた事業者

全体の電力使用量等について調査を行い、その実績を分析することが実態に即していると考えられ

るため。 

 

 

【エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績】 

 

本社オフィス等の CO₂排出実績（255 社計） 

 
2008 

年度 

2009

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016

年度 

延べ床面積 

(万㎡)： 
         

CO2排出量 

(万 t-CO2) 
         

床面積あたりの

CO2排出量 

（kg-CO2/m
2） 

         

エネルギー消費

量（原油換算） 

（万 kl） 

         

床面積あたりエ

ネルギー消費量 

（l/m2） 

         

2008年度については調査しておらず、把握していない。 

□ Ⅱ．（２）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 
■ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 

 本社オフィス等単独の値を把握するかどうか必要に応じて検討する。 

 



 

- 13 - 
 

【2016年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 該当事項はない。 

 
 
（取組実績の考察） 

 該当事項はない。 
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（９） 物流における取組 

【物流における排出削減目標】 

 
□ 業界として目標を策定している 

 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 
 

 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

・証券業の特性として、物流機能を有していないため。 

 
 
 
 
 

【エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績】 

 

 
2008 

年度 

2009 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

2015

年度 

2016 

年度 

輸送量 

（万ﾄﾝｷﾛ） 
         

CO2排出量 

（万 t-CO2） 
         

輸送量あたり CO2

排出量 

（kg-CO2/ﾄﾝｷﾛ） 

         

エネルギー消費

量（原油換算） 

（万 kl） 

         

輸送量あたりエ

ネルギー消費量 

（l/ﾄﾝｷﾛ） 

         

 
□ Ⅱ．（１）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 
■ データ収集が困難 
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（課題及び今後の取組方針） 

・ 該当事項はない。 
 
 
 

【2016年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

・ 該当事項はない。 
 
 
 
 

（取組実績の考察） 

・ 該当事項はない。 
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III. 主体間連携の強化 

（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠 

 環境問題に配慮した企業に対する投資を促進する金融商品の開発及び提供に努める。 

 書類の電子化を図るなどペーパーレス化の促進、節電や省電力機器の導入などを行い、その使

用量を削減し、省資源･省エネルギー対策の推進に努める。 

 環境への負荷を軽減して生産された紙の利用を促進するとともに、分別回収の徹底を図るなど

環境負荷の軽減、資源の再利用に努める。 

 役職員の地域社会及び他団体等が実施する環境保護に向けた社会貢献活動への参加に努めると

ともに、組織的な支援に努める。 

 環境問題に対する役職員への普及啓発及び社内教育に取組む。 

 証券業界における環境問題への取組みについて、積極的に情報発信をする。 

 

（２） 2016 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 
 ペーパレス化の促進、節電及び省電力機器の導入など、省資源・省エネルギー対策に各社

取り組んでおり、主な事例は以下のとおりである。 
 照明の消灯、空調の温度管理の徹底による節電 
 省エネルギー型ＯＡ機器の導入による省電力化 
 低燃費・低排出ガス車の導入 
 クールビズ、ウォームビズの実施 
 省エネルギーを推進するための内部組織の設置 

 環境への負荷を軽減して生産された紙の利用促進又は廃棄物に係る分別回収の徹底など、

環境負荷の軽減、資源の再利用に各社取り組んでおり、主な事例は以下のとおりである。 
 再生紙利用、両面コピー等並びに帳票類の電子化による紙使用量の削減 
 物品等の長期使用、使い捨て製品の購入抑制 
 リサイクル商品の積極的な利用、ごみの分別及びリサイクルの推進 

 役職員の認識の向上を図るため、社内イントラの活用や社内運動の実施等を通じて環境問

題に関する啓発に取り組んでいる。 
 投資家をはじめ社会全体に向けて、環境問題を広く認識してもらうため、ホームページへ

の情報掲載等に取り組んでいる。 
 ＣＳＲレポートの発刊のほか、ホームページやディスクロージャー誌等において、環境問

題に対する自社の取り組み状況を公表している。 
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【低炭素製品・サービス等を通じた貢献】 

 証券業を通じた貢献として、地球温暖化対策・環境保護等関連ファンドの開発、販売に取

り組むとともに、環境事業を推進する企業への投資支援に取り組んでいる。 
 各社における具体的事例（抜粋） 

 グリーンボンド、ウォーターボンドの組成、販売 
 太陽光発電プロジェクトファイナンスのアレンジ 
 運用戦略の情報提供 
 各種 ESG 債券インデックスの算出、公表 

 なお、証券業界の特性上、LCA 的な取り組みはない。 
 
 
【その他】 

 各社における具体的事例（抜粋） 

 国際規格（ISO14001）等の認証取得 

 アイドリンググ・ストップの推進 
 エコ通勤優良事業所認定取得 
 グリーンエネルギーマーク製品や排出権付き製品の購入 
 グリーン電力の購入 

 21世紀金融行動原則への署名 
 環境省「CO2削減／ライトダウン キャンペーン」に参加 

 
（取組実績の考察） 

・ 証券業者は、上記の方法による主体間連携に取組む会社は増加傾向にある。引続きこ 
うした取組みを継続し、取組む会社数が増加するような方策を検討したい。 

    
 
（３） 家庭部門、国民運動への取組み 

 

 

【国民運動への取組】 

 
 地域社会及び他団体等が実施する環境保護に向けた社会貢献活動に取り組んでおり、主な

事例は以下のとおりである。 
 清掃活動など環境美化運動の実施 
 環境関係のボランティア参加 
 アルミ缶や携帯電話など、リサイクル資源の回収・寄付 

 各社における具体的事例 

 ESGをテーマとしたレポートを随時発行し、ESG情報の活用方法や投資アイデアを提案 

 アースアワーやライトダウンキャンペーンへの参画 

 環境保護ＣＭ放送 
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（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み 

・ 植林事業に取り組んでいる。 
 
 
（５） 2017 年度以降の取組予定 

・ 各社においては、既に実施している各種取組みを継続するとともに、必要に応じて新たな   

取組みを検討する。 
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IV. 国際貢献の推進 

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠 

 
 海外現地法人においては、環境問題に対する現地の独自の取組みを尊重した活動を行うよう努める。 

 金融商品やサービスを通じて、地球環境の保全につながる取組みを推進する。 

 
※具体的な削減量、ポテンシャルについては把握していない。 

 
（２） 2016 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 
● 国際貢献の推進として、海外現地法人の職員による環境関連ボランティアへの参加など環境問題

への取組みを実施している。 

 

 ● 途上国における排出抑制・削減に向けた取組み 

植樹活動や風力発電プロジェクトの支援等、途上国における支援に取り組んでいる。 

  

● 国際会議での活動 

各社における主な具体的事例（抜粋） 

・ アジア太平洋地域を中心とした各国の政府関係者や国際機関、研究機関等を対象としたフォー

ラム、世界各国の政府、産業界、環境保護団体、研究機関等が集う国連気候変動枠組条約第 22

回締約国会議（COP22）、二国間クレジット制度に係るアジアの企業、自治体、コンサルタン

ト、研究機関、大学等を対象としたセミナーにおいて講演 

 国際連合の環境プログラム“Statement by Financial Institutions on the Environment and 

Sustainable Development”に金融機関として署名 

 「グリーンボンド原則」（GBP）、「国連グローバル・コンパクト」（UNGC）、「責任投資原

則」（PRI)、「カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト」（CDP)への参加 

 WWFが行っている REDD+（途上国における森林減少と森林劣化からの排出削減並びに森林保全、

持続可能な森林管理、森林炭素蓄積の増強）の取組みに参加 

 

 

 ● 大気汚染や水質汚濁などの公害対策に資する環境技術ノウハウを用いた国際貢献 

  該当事項はない。 

 

 ● 今後実施予定の取組み 

  各社においては、既に実施している各種取組みを継続するとともに、必要に応じて新たな取組みを

検討する。 
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（取組実績の考察） 

 海外に支社等を有する証券会社や外資系証券会社等が、現地法人等を通じて環境関連のボラン

ティアに参加する等の取組みをしている。これらの企業は同時に国際会議での活動にも意欲を示し

ており、積極的な取組みをしていると考えられる。 

 
 
 

（３） 2017 年度以降の取組予定 

 
・ 各社においては、既に実施している各種取組みを継続するとともに、必要に応じて新たな取組

みを検討する。 

 
 

 

（４） エネルギー効率の国際比較 

 

・ 該当事項はない。 
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V. 革新的技術の開発 

（１） 革新的技術・サービスの概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠 

・ 環境問題に配慮した企業に対する投資を促進する金融商品やサービスの開発及び提供に努める。 
 

 

（２） ロードマップ 

  該当事項はない。 

 

（３） 2016 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 ● 証券業を通じた貢献として、地球温暖化対策・環境保護等関連ファンドの開発、販売に取り

組んでおり、各社における主な具体的な事例は以下のとおりである。 

 株式取引やクラウドファンディングプロジェクト成立 1 件につき、森林の保全・整備支援

を通じて CO2 の削減を行う金融商品を提供 

 カーボン・オフセット制度の普及啓発活動、地域内における企業・森林所有者に対しクレ

ジットの創出の提案 

 

（取組実績の考察） 

 これらの本業（証券業）を通じた貢献を発展・拡大するように努めたい。 
 

（４） 2017 年度以降の取組予定 

 
・ 各社においては、既に実施している各種取組みを継続するとともに、必要に応じて新たな取組みを

検討する。 
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VI. その他 

（１） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み 

 

該当事項はない。 
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VII. 国内の事業活動におけるフェーズⅠ、フェーズⅡの削減目標 

 
【削減目標】 

＜フェーズⅠ（2020年）＞（2008年2月策定） 

2020年度における、会員証券会社の事業者全体の床面積１㎡あたりの電力使用量（電力使用量の原単位）

を2009年度比で10％以上削減することとするが、これまでの削減数値実績を考慮し、削減に最大限努める

ものとする。 
＜フェーズⅡ（2030年）＞（2015年2月策定） 

会員証券会社の事業者全体の床面積１㎡あたりの電力使用量（電力使用量の原単位）を2009年度比で2030

年度において20％以上削減することとするが、これまでの削減数値実績を考慮し、削減に最大限努めるも

のとする。 

 

【目標の変更履歴】 

該当事項はない。 

 

 

 

（１） 目標策定の背景 

改正省エネ法の努力目標を参考に、証券業界でエネルギー使用の中心を占める電力使用量を年平

均１％以上削減させることを目指して設定した2020年度までの目標を延伸させた。 

 
 
（２） 前提条件 

【対象とする事業領域】 

本協会会員が国内において設置している営業店舗など全ての事業所 

 
 
（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性 

【目標指標の選択理由】 

 
証券業界では、金融資本市場の担い手として、環境問題の経済社会に及ぼす影響を認識するとと

もに、より良い社会環境の実現を目指し、次世代に安心できる持続可能な社会を実現することが社

会的責任であるとの認識のもとに、企業活動のあらゆる面で地球環境の保護に努めるため、証券業

界の数値目標を設定している。具体的には、証券業界のCO2排出量の大多数を電力使用量が占めて

いるという実態に鑑み、CO2排出量を目標指標とした場合、CO2排出換算係数の変動による影響を受

け、自主的な取組み等が数値に反映されない可能性がある。また、合併や事業規模の変動による影

響により電力使用量が大きく変化することから、そうした影響を考慮して、床面積１㎡当たりの電

力使用量（電力使用量の原単位）を目標指標として選択した。 

 
 
 
【目標水準の設定の理由、自ら行いうる最大限の水準であることの説明】 
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＜選択肢＞ 

□ 過去のトレンド等に関する定量評価（設備導入率の経年的推移等） 

□ 絶対量/原単位の推移等に関する見通しの説明 

■ 政策目標への準拠（例：省エネ法1%の水準、省エネベンチマークの水準） 

□ 国際的に最高水準であること 

□ BAUの設定方法の詳細説明 

□ その他 

 

＜最大限の水準であることの説明＞ 

 
エネルギー使用の合理化等に関する法律における「電気需要平準化評価原単位を、中長期的にみ

て年平均１％以上低減させることを目標」を参考に、「会員証券会社の事業者全体の床面積１㎡あ

たりの電力使用量（電力使用量の原単位）を2009年度比で10％以上削減することとするが、これま

での削減数値実績を考慮し、削減に最大限努めるもの」とした。また、事業者全体の電力使用量及

び床面積については2009 年度分から統計を取り始めたことから、同年を基準年度としている。 
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